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○双葉町における再生可能エネルギー拠点の創出は、原子力発電と対極にある自然エネルギーを有効
に活用した新たな双葉町のまちづくりのシンボルとなります。 

○双葉町の特性に応じた再生可能エネルギーの活用・推進方策を検討し、双葉町の復興まちづくりへ
の活用方策と町民参加型プロジェクトを明らかとします。 

主要検討事項 
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1  計画策定の趣旨・主要検討事項 

再生可能エネルギー導入可能性の分析 

再生可能エネルギーの復興まちづくりへの 
活用方策案出 

町民参加型の再生可能エネルギー活用 
プロジェクトの案出 

１ 

2 
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• 導入可能な再生可能エネルギーの種類、賦存量、
ポテンシャル等を調査 

• 両竹地区の「再生可能エネルギー・農業再生モデ
ルゾーン」における具体的なプロジェクトの構想 

• プロジェクトの他地区への展開、復興拠点におけ
る新たなまちづくりへの活用方策 

• 再生可能エネルギー拠点としての活用（大規模太
陽光発電基地の誘致やバイオマス活用等の検討） 

• 再生可能エネルギーを活かした植物工場等の農業
再生モデル事業の構想  



○計画のとりまとめにあたっては、町民の参画を得るため、「双葉町復興町民委員会」を活用します。 

○委員会の中に「新産業創出分科会」を設けて、町民で集中して議論できる体制をとります。 

○町役場職員が主体となって、分科会・委員会に提案するプロジェクトについて検討する勉強会とし
て、「双葉町再生可能エネルギー活用・推進プロジェクト勉強会」を設置します。 

○勉強会には、町役場職員、外部委員（学識者、民間企業等）、福島県の参画により、町民参加型の
再生可能エネルギー活用プロジェクトを案出します。 
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2  検討体制-１ 

事務局（双葉町復興推進課） 

双葉町再生可能エネルギー 
活用・推進プロジェクト 

勉強会 

 再エネプロジェクト・植物工場な
どに特化して議論 

 当該プロジェクトに関心ある町民
で構成 

 オブザーバーとして有識者、行政
機関、民間企業が参加 

プロジェクト提案 

プロジェクト案出 

意見・合意形成 

フィードバック 

新産業創出分科会 

 外部委員（学識者等） 
 町役場職員 
 福島県職員 
 民間企業 等 

双葉町復興町民委員会 
（本委員会） 

復興産業等拠点部会 
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3  検討体制-2（勉強会メンバー） 

分野等 氏名・機関名 所属 

再生可能エネルギー・ 
スマートコミュニティ 松本 真由美 東京大学教養学部附属教養教育高度化機構 

環境エネルギー科学特別部門 客員准教授 

エネルギー 
マネジメント 

東 之弘 いわき明星大学 科学技術学部 教授 

村上 公哉 芝浦工業大学 工学部 建築・土木学群建築工学科 教授 

バイオマス利活用 山岡 賢 国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構 
農村工学研究所 上席研究員 

アグリビジネス 
・ファイナンス 白垣 龍徳 日本政策金融公庫 農林水産事業本部 

行政機関 
福島県 

総務部 相双地方振興局 

企画調整部 エネルギー課 

農林水産部 農林企画課、相双農林事務所、いわき農林事務所 

双葉町 復興推進課、産業建設課、関心のある職員 

オブザーバー エネルギーマネジメント分野、アグリビジネス分野等の民間企業 
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4  分科会・勉強会スケジュール 

分科会 勉強会 議題等 

第１回 平成27年 
9月7日 

平成27年 
7月31日 

① 町民参加によるプロジェクト創出に関するポイント 
② 双葉町の状況、特性を勘案したアグリビジネス創出に関するポ
イント 

③ 町民機運を高め、プロジェクトを実行するためのポイント 

第２回 10月中旬 
（視察含む） 10月上旬 

①双葉町で実現可能性の高いプロジェクト素案提示 
 （再生可能エネルギー活用手法、アグリビジネス形態等） 
②プロジェクト素案に対する意見交換 

第３回 11月下旬 11月中旬 
①双葉町で実現可能性の高いプロジェクト案提示 
 （事業スキーム、FS等含む） 
②プロジェクト案に対する意見交換 

中間 
報告 12月下旬 上記検討結果を踏まえ中間報告  
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5  第1回勉強会の概要 

●原風景の再生 
• ソーラーシェアリングによる農業再生がよいのではないか。 
• 大規模には導入できないが、町民のみなさんが昔の風景への思いを考慮しつつ、
売電収入を得られる。 

• 市民が出資参加することで再エネビジネスに参加できる。 
●植物工場 

• 工場を大々的に整備することには限界がある。人の雇用も大きくない。 
• 食用は販路に課題がある。花卉、サフランのような付加価値の高い品目栽培が必
要。 

●メガソーラー 
• 可能性はある。ただし、送電線までに距離があるので経済性の確認が必要。 
• 施工は草の伐採ぐらいで大きな問題もないが、地盤状況の確認は必要。 
• 日射条件もよい。全面貼ると年間８億円ぐらいの売電収入が見込める。 

●バイオマス 
• 地域で発生する廃棄物を使うと可能性がある。 
• 風力や太陽光などの複数の再生可能エネルギーを組み合わせることで経済性も高
くなる。 

●その他 
• 再生可能エネルギー施設や施設園芸施設の導入、運営に広く町民が参加できる仕
組みづくりが望まれる。 



   福島県内の再生可能エネルギー活用 
   の取り組み状況 
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1  再生可能エネルギーとは 

資源エネルギー庁資料より抜粋 

 再生可能エネルギーは、資源が枯渇せず繰り返し使え、発電時や熱利用時に地球
温暖化の原因となる二酸化炭素をほとんど排出しない優れたエネルギーです。 
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2  再生可能エネルギー導入の意義 

 我が国におけるエネルギーの供給のうち、石油や石炭、天然ガスなどの化石燃料が
その８割以上を占めており、そのほとんどを海外に依存しています。 

 エネルギーを安定的かつ適切に供給するためには、資源の枯渇のおそれが少なく、
環境への負荷が少ない太陽光やバイオマスといった再生可能エネルギーの導入を
一層進めることが必要です。 

日本のエネルギー国内供給構成および自給率の推移（2012年） 

出展：エネルギー白書2014 

エネルギー 
自給率は 
６．０％ 
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3  再生可能エネルギー導入の課題 

再生可能エネルギーのコスト 

 火力発電などの既存のエネルギーと比較すると発電コストが高くなっています。 
 天候などの影響で、出力が大きく変動し電気の安定供給に問題が生じる可能性が
あります。そのため、発電出力の抑制や蓄電池の設置等の対策が必要になります。 

出展：エネルギー白書2014 
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4  双葉町で活用可能な再生可能エネルギー 

太陽光発電（太陽エネルギーを電力に変換） 

太陽熱利用（太陽エネルギーを直接熱として利用） 

バイオマス発電（バイオマスエネルギーを電力に変換） 

バイオマス熱利用（バイオマスを燃焼し熱エネルギーとして利用） 

風力発電（風力を回転エネルギーに変換し発電） 

地中熱利用（地中熱を利用してヒートポンプ効率を向上） 

 再生可能エネルギーの利用方法として、エネルギーを熱として直接利用するものと、
電力に変換して利用するものがあります。 

 双葉町では下記の再生可能エネルギーの活用が考えられます。 
 なお、バイオマスは双葉町内で確保が困難なため、近隣市町村で発生する木質バ
イオマスを搬入して活用することが考えられます。 
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5  木質バイオマス活用にあたっての課題 

 福島県は豊富な森林資源に恵まれており、特に相双・いわき・県中は素材（製材）生産量が
多い地域です。 

 素材生産量が多い地域では、生産過程で燃料用木質バイオマスも多く発生します。 

豊富な森林資源 

 放射性物質を含む木質バイオマスを燃焼した後に発生する灰には、放射性物質のほとんどが濃
縮、残留します。 

 廃棄物の処理（環境省）の処理方針を遵守し、焼却灰等を適正に処分する必要がありま
す。 

放射性物質への対応 

 木質バイオマスは化石燃料に比べ安価なエネルギーで
す。 

 木質バイオマスをボイラーで燃焼し、施設園芸に熱供
給することで経済性が良くなります。 

 木質バイオマス発電の排熱を施設園芸へ供給すると、
エネルギーの総合効率が向上します。 

木質バイオマスの活用方法 

施設園芸における木質チップボイラー導入イメージ 
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6  福島県における再生可能エネルギーの推進 

 2040年頃には、福島県内エネ
ルギー需要の100％相当量を
再生可能エネルギーで生み出
すことを目標にしています。 

 再生可能エネルギーの導入拡
大を進めるとともに、拠点整備
等を通じて関連産業の集積・
育成を図っています。 
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7  福島県における再生可能エネルギーの推進－１ 

《事例》小名浜メガソーラープロジェクト 
 福島県いわき市に東北地域で最大規模となる合計18MWの太陽光発電設備。 
 年間の発電量は約1900万kWhに達する見込みで、一般家庭で5200世帯分の電力使用量
に相当。 

 いわき市の総世帯数（約13万世帯）の約4％をカバーできる規模。 

小名浜・泉ソーラー第一／第二発電所（6.2MW） 

小名浜ソーラー発電所（12.2MW） 

出展：三菱電機HP 
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8  福島県における再生可能エネルギーの推進－２ 

《事例》福島空港メガソーラー事業 
 発電所規模は合計で1.2ＭＷ。 
 北発電所（500kw）、太陽追尾型パネルと30種のパネルからなるソーラーパーク（北発
電所隣接で約200kw）、南発電所（500kw）から構成。 

 発電所建設資金のうち１億円を県民参加型ファンドで調達。 

発電所建設資金スキーム 

出展：福島発電株式会社HP 

発電設備の構成 
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9  福島県における再生可能エネルギーの推進－３ 

《事例》グリーン発電会津 
 木質バイオマスを活用した発電設備。 
 発電規模は5.7ＭＷ。 
 林地残材など地域の未利用資源を活用することで、林業活性化、エネルギー供給施設等
の管理運営といった新しい産業と雇用を創出し、地域社会の活性化に貢献。 

出展：株式会社グリーン発電会津ＨＰ 
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10  福島県における再生可能エネルギーの推進－４ 

《事例》郡山布引高原風力発電所 
 発電所出力 約67ＭＷ。 
 発電設備 約2ＭＷ×３３基 
 風力発電所の周囲には、花畑や散策コースを整備し、観光地として活用。 

ヒマワリ（8月下旬～9月中旬） 

ソバの花（8月中旬～9月中旬） 



   福島県内の農業・農村の復旧・復興 
   に向けた取り組み状況 
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1  避難指示区域等での営農再開・実証栽培の状況 

農林水産省東北農政局資料、福島県農業総合センター資料を参考に作成 

【南相馬市】 
25年産米から実証栽培を実施 
26年産米から避難指示区域以外
の地域で作付再開 

【浪江町】 
26年産米から実証栽培を実施 
トルコギキョウ、ストック、カンパニュ
ラ、リンドウ等の実証栽培を実施 

【楢葉町】 
25年産米から実証栽培を実施 
トルコギキョウの実証栽培を実施 

【広野町】 
25年産米から作付再開 
ストック、カンパニュラ、キク、ヒマワ
リ、リンドウなどの作付再開 

【飯館村】 
25年産米から実証栽培を実施 

【川俣村】 
25年産米から実証栽培を実施 
25年度から、トルコギキョウの実証
栽培をハウスで開始し、26年度か
らは震災前に栽培を行っていた農
家全戸で栽培を再開 
リンドウの実証栽培を実施 

【田村市】 
25年産米から作付再開 
26年5月から、都路地区の農家が
肉用牛の飼養を開始 

【川内村】 
20キロ圏内では25年産米から実
証栽培 
25年度から、そばの作付本格再開 
トルコギキョウの作付再開 

【富岡町】 
26年産米から避難解除準備区域
で実証栽培を実施 

相双地方では米作と花き栽培を中心に
営農再開・実証栽培を実施 
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2  米の作付制限等（平成27年度） 

農林水産省東北農政局資料より抜粋 

両竹地区等 
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3  避難指示区域等の営農再開に向けた支援 

農林水産省東北農政局資料より抜粋 
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4  原発被災農地の復旧・整備（除染技術の開発・実証） 

農林水産省東北農政局資料より抜粋 
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5  津波被災農地の復旧・整備（除塩） 

農林水産省東北農政局資料より抜粋 



 ●除染後農地等の保全管理 
除染作業が終了した農地のうち、将来、営農が再開される見込みのある農地について、営農が再
開されるまでの間の以下の取り組みに要する経費に対して支援が受けられます。 
（１）除草等の農地の保全管理 
（２）地力増進作物の作付けや肥料・土壌改良資材の施用等の土づくり 
（３）営農再開に必要不可欠な農道及び用水路等の除草、清掃及び補修 
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6  除染後の農地等の保全管理（農業復興組合等による保全管理） 

福島県営農再開支援事業 

• 大熊町、富岡町、楢葉町、浪江町、南相馬市、葛尾村、川内村では、農業者で組
織する”復興組合” が農地等の保全管理を行っています。 

楢葉町農業復興組合 南相馬市農業復興組合 

http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=0CAcQjRxqFQoTCL-Rku-rv8cCFYkklAodViwJUw&url=http://www.agrinews.co.jp/modules/pico/index.php?content_id=24431&ei=8M7ZVb_ZG4nJ0ATW2KSYBQ&psig=AFQjCNEuOuqg8GMEE_Mw3rhN08GSoeAoaA&ust=1440423932865174
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7  相双地域の花き生産の復興状況 

■花き生産の営農再開に向けた作付け実証例（県による実証研究） 

 

●（露地）リンドウ、（施設）トルコギキョウ、カンパニュラ等の栽培実証 
①深耕による除染を行ったほ場においても、「定植30日後ジベレリン処理」により、リン
ドウの定植年の生育は旺盛であった。一部品種では切り花も可能であった。 

②通い耕作により、施設でトルコギキョウ～カンパニュラ等の周年栽培を実証した。日
持ち性の高いトルコギキョウが栽培され市場評価は高かった。長日処理によりカンパ
ニュラの３月出荷が可能であった。 

③JA、全農福島との連携で、販売網を整備。風評被害はなく、市場から高い評価を
得た。 

浪江町（幾世橋） 

      

●（露地）コキﾞク、ヒマワリ等、（施設）カンハﾟニｭラ、ストック等の栽培実証 
①（露地）コキﾞク、アスタｰ、ヒマワリ、（施設）カンハﾟニｭラ、ストｯク、キンキﾞｮソウの
周年栽培を実証した。 

②切り花の市場評価は高かった。長日処理によりカンパニュラの３月出荷が可能であっ
た。 

③JA、全農福島との連携で、販売網を整備。風評被害はなく、市場から高い評価を
得た。 
 

広野町（下北迫） 

トルコギキョウ 

現地検討会の様子 

ストック 

現地検討会の様子 
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8  参考：農業・農村の復旧・復興施策の概観（農林水産省） 

農林水産省東北農政局資料より抜粋 
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9  参考：農地の復旧・整備の推移と見通し（岩手県、宮城県、福島県） 

農林水産省東北農政局資料より抜粋 

津波被災 
農地の 
約4割 
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10  参考：農畜林産物の放射性セシウムの検査結果の概要 

農林水産省東北農政局資料より抜粋 
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11  参考：営農再開に向けた被災農家への支援策①（福島県営農再開支援事業） 

農林水産省東北農政局資料より抜粋 
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12  参考：営農再開に向けた被災農家への支援策②（福島再生加速化交付金） 

農林水産省東北農政局資料より抜粋 
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